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結論

1 。 は じ め に

経済全体としては単一部門のラムゼイ・モデルに従うパフォーマンスを示しながらも、産業間で

生産量や雇用の成長率の異なる不均衡成長の観測されることは以前からよく知られているが、近年

のアメリカにおいては、複数部門の新古典派的な成長モデルを構築して、部門間の不均衡成長の発

生を理論的に明らかにする研究が始められている。

日本では、第二次世界大戦前から、いわゆる「二重構造的発展」を経験しており、当時から部門

間の不均衡成長は論者の関心の的であったし、特に戦後の1960 ～1970 年代にかけては、近代経済

学や計量経済学の手法を駆使した複数の部門を持つモデルによって日本経済の成長を分析する研究

が盛んに行われた。

本論では、 日本において1960 ～1970 年代にかけて展開された「二重構造的経済発展の分析」と最

近のアメリカにおいて提示されている「不均衡成長のモデル」の相違点を明らかにするとともに、

そうした「不均衡成長のモデル」の代表的なモデルが、第二次大戦前における日本経済の成長の説

明に適用可能かどうかについて簡単に検討する。

本論の主たる結論は、次のようなものである。

第1 に1970 年代までの研究と近年の理論モデルとの分析手法における相違は、次の2点にまと

められる。

従来の研究では、近代部門と在来部門の構造的な相違が強調され、特に近代部門における代表と

しての工業（資本集約部門）と在来部門における代表としての農業（労働集約部門）の並存、といっ

た図式で描かれることが多い。これに対して近年の理論モデルでは、近代対在来の対立図式はあま

り強調されなくなり、例えば工業と農業をあわせて資本集約部門としてサーヴィス業を労働集約部
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門とする、あるいは農業を分類からはずし、工業とサーヴィス業に属する産業を資本分配率によっ

て資本集約産業と労働集約産業に分類するなど、分類の自由度が増していると言える。

従来の研究では、一部の例外を除いて、分析の基礎となる理論モデルにおいて、在来部門に過剰

な （限界原理の成り立たない）就業者を想定したり、近代部門の生産技術における収穫不変や 収穫

逓増に対して在来部門の生産技術における収穫逓減を想定したりして、近代部門と在来部門 の生

産・雇用における構造的な相違を強調することが多かった。これに対して最近の研究では、す べて

の部門に限界原理が適用され、部門間の生産技術も同質的であり、さらにはラムゼイ・モデル を基

盤として消費者の異時点間における最適化を取り入れており、新古典派的な性格がより徹底される

とともに ミクロ的基礎付けや消費者の選択行動の役割を強調したものとなっている。

第2 に 最近の理論モデルの代表例としてAcemoglu and Guerrieri ［2008］をとりあげ、戦前 の日

本経済における産業構造の変化の説明に適用可能かどうか検討した。産業の分類として、南亮 進・

小野旭[1978 ］による非1 次産業の要素分配率と速水［1973］による農業の要素分配率の推計デ ー

タを用い、鉱工業、公益業（運輸・通信・水道・電気・ガス）、建設業をまとめて資本集約産業 と

し、農業と商業・サーヴィス業をあわせて労働集約産業とした。このように分類すると、資本集約

産業のほうが労働集約産業よりも技術進歩率（全要素生産性の上昇率）が大きいと認められるなら

ば、両産業の付加価値シェア、実質生産シェア、雇用シェア、資本シェアの推移について、理論モ

デルの予測と矛盾しない動きを示していることが分かる。

以下、本論の内容は次のとおりである。第2 節では1960 ～1970 年代に展開された研究について

簡単にサーヴェイし、近年において提示されている部門間の不均衡成長モデルとの相違点について

述べる。第3 節では戦前期の日本経済について適当な産業分類を行ったうえで、データを用いて各

部門の付加価値シェア、雇用シェア、資本ストックのシェア、生産量（実質生産）シェアの推移を

観察し、近年の代表的な研究であるAcemoglu and Guerrieri ［2008 ］のモデルによる予測と矛盾しな

いことを示す。第5節は結論とする。

2 。従来の研究と最近の理論的動向

第二次世界大戦後、日本経済は急速な復興と高度成長を実現し、世界各国から注目を浴び、1960

～1970年代にかけて、当時の近代経済学において発展しつつあった2 部門成長モデルや計量経済学

の分析手法を駆使して、日本経済の高成長の理由を探ろうとする様々な研究が行われた。

1970年代までの研究は膨大なものであり、容易に纏め上げられるものではないが、その理論的基

礎や分析手法などに基づいて、次の2 種類に大別されるであろう。

A. 新古典派の成長論（ソロー・モデル）に基づく分析

B. 新古典派以外の成長論（特にルイス・モデル）に基づく分析
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以下、両者の分析手法の性格について順に見ることにする。

グループA はソローの新古典派成長モデルを多部門分析に発展させたモデルを分析の基礎とし、

生産要素の完全雇用を想定するものである。代表的なものとしてはKlein［1961］、Jorgenson［1966］、Ueno

［1972］、Kelly, Williamson and Cheetham ［1972］がある。

これらのうちKlein ［1961］とUeno ［1972］は計量経済モデルによる分析である。クラインも上

野も共に生産要素の完全雇用を前提しているものの、前者では（当時におけるデータの制約もあっ

てか）モデルに限界原理が明示的に扱われておらず、後者では農業をはじめとする在来部門に潜在

失業の可能性を認めていたりする1)。それゆえこれらは厳密には新古典派と呼べるかどうかはっき

りしない。

ジョルゲンソンの研究は、彼が1961 年に発表した理論モデルに基づいているが、ライベンシュタ

イン流の発展理論の影響が見られ、特に生産技術については、在来部門（農業）に土地と労働によ

る収穫逓減の技術2）、近代部門に資本と労働による収穫不変の技術をそれぞれ想定し、構造的な相

違がやや強調されている≒

上記の研究のうち、最も新古典派と呼ぶに相応し い分析手法を備えた ものはKelly, Williamsonand Cheetham 

［1972］である。それは次の2 つの理由による。第1 に基本モデルの性格は、新古典

派の2 部門成長モデルを発展させたものであり、近代部門も在来部門もともに生産要素市場には限

界原理が適用されている。両部門の生産技術は、資本と労働を用いる収穫不変の生産技術であり、

資本集約度を除けば同質的である。さらに消費者の最適化と企業の最適化に基づくソリッドなミク

ロ的基礎付けを持ち、消費者の異時点間における最適化のないことを除けば、ほとんど現代におけ

るモデル構築に近いと言ってよい。

第2 に パラメーターの設定によるシミュレーションを分析の中心に据えており、消費者の効用

関数にストーン＝ギャーリー型を想定してエングル法則を導入する、資本や労働に移動のコスト

を想定して資本市場の不完全性や賃金格差を導入するなど、その手法は現代 の実物的景気循環論

（RBC ）や計算可能な一般均衡モデル（CGE ）による歴史分析をさえ予感させるものがある。

グループB は、ケインズ・モデルやルイス・モデルといった新古典派と異なる想定を持つモデル

1 ）上 野モデルに関するこの指摘については、時子山［1975 ］p.422を参照されたい。

2 ） 収穫逓減というのは、厳密には生産要素としての土地の投入量が固定されていることによる労働の限界生

産力逓減のことである。

3 ）Jorgenson［1961 ］ を参照されたい。なおジョルゲンソンのモデルでは、在来部門の実質賃金が限界価値生

産性ではなく、平均価値生産性に等しくなっている（例えば論文p.329の最後の数式を参照されたい）。した

かって厳密には新古典派的な性格が完全であるとは言えない。しかし生産関数がコブ・ダグラス型に設定

されているので、限界原理を想定した場合と実質的にあまり変らないと言える。
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を分析の基礎に据えるものであり、有効需要の過不足により必ずしもマクロ経済における完全 雇用

が達成されないケインズ的な状況を想定する、あるいは在来部門に過剰な就業者が存在しているた

めに在来部門の賃金が生存水準に固定されるルイス的な状況を想定するなど様々なものがある が、

特にルイス・モデルの強い影響下にある研究が多い。主なものとしてはKlein and Shinkai ［1962 ］、Fei

and Ranis ［1963］、南［1972］、稲田・関口・庄田［1972］などがある。

上記のうち、計量経済分析であるKlein and Shinkai ［1963］がケインズのマクロモデルを2 部門

モデルに発展させた分析であることを除けば、そ の他のものはルイス・モデルを基にした分析と

なっている。中には稲田・関口・庄田［1972］のように、通常2 部門であるルイス・モデルの 近代

部門をさらに軽工業部門と重工業部門に分割して3 部門構成とし、重工業部門に収穫逓増を想定し

て、消費者行動のミクロ的基礎付けのないことを除けば現代の内生成長論に接近しているようなも

のもある。

以上、従来の研究は大まかに言って新古典派対ルイスといった土台の上に築かれているのである

が、おそらく唯一の例外―Kelly, Williamson and Cheetham ［1972］－ を除いて、それら研究の多く

に共通して言えることは、次の3 点である。

第1 に、産業分類において近代部門と在来部門の構造的な相違が強調されており、近代部門 ≒鉱

工業≒資本集約産業と在来部門≒農林水産業≒労働集約産業といったイメージが支配的である。

第2 に、そうした産業分類の性格を反映して、分析の基礎となる理論モデルにおいても、近代部

門と在来部門の構造的な相違が強調されている。それは、在来部門の生産技術に土地の供給の固定

されていることによる収穫逓減を想定するいっぽうで、近代部門の生産技術には収穫不変や収穫逓

増を想定すること（Jorgenson［1966］、稲田・関口・庄田［1972］など）、あるいは在来部門 にお

ける過剰な（限界生産力の非常に低い）就業者や潜在失業の可能性を容認すること（Ueno ［1972］、

南［1972］など）に現れている。

第3 に 消費者の最適化行動には副次的な役割しか与えられず、特にラムゼイ的な異時点間の最

適化を取り入れているものは皆無である。

従来の研究に対して、近年アメリカにおいて試みられている「不均衡成長 のモデル」 はどの

ような性格 を持っているだろ うか。　ここでは代表 例とし てKongsamut,  Rebelo and Xie ［2001］、Acemoglu

and Guemeri ［2008］、そしてRoe,  Smith and Saracoglu ［2009 ;ch.2］の3 つを基準にして、

日本における従来の研究との相違点について議論する。

第1 に、産業分類について言えば、近代対在来の図式に基づく従来の研究に比べて自由度が増し

ていると言える。例えばAcemoglu and Guerrieri［2008］では、農業を分類からはずし、工業とサー

ヴィス業を資本分配率によって資本集約部門と労働集約部門に分類している。具体的に言えば、資

本集約部門には鉱業、非耐久消費財、芸術・エンターテイメント・レクリエーション産業、金融・
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保険業、小売業、卸売業、情報産業などが入っており、労働集約産業には耐久消費財、建設業、運

輸・倉庫業、教育業などが入っている4） 従来の研究の農業（労働集約産業）と鉱工業（資本集約

産業）という枠組みに慣れた目から見ると、これはかなり違和感のある分類と言えよう。

またRoe,  Smith and Saracoglu［2009 ； ch.2］では、農業と工業を資本集約産業、サーヴィス業を

労働集約産業とする分類をしている5)。農業と工業をあわせて扱うというのは、従来の研究では全

くありえなかったことである。

第2 に、理論モデルの性格について言えば、産業間における生産技術の構造的な相違はほとんど

なく、どの産業も一様に資本と労働を用いる収穫不変の技術とされる。生産要素の雇用に関して

は、どの部門にも限界原理が適用されている。特にAcemoglu and Guerrieri ［2008］では、通常よく

見られる資本集約産業のみが資本財を生産するという仮定すらなく、部門間の相対化が徹底されて

いる。

第3 に、消費者行動のミクロ的基礎付けについて言えば、どのモデルも消費の異時点間の最適化

（ラムゼイ・モデル）を基にしている。特にKongsamut,  Rebelo and Xie ［2001］は、農産物の消費に

エングル法則、サーヴィス業の消費にホーム・プロダクションを導入して、消費者の選択行動が産

業間の不均衡成長を作り出すモデルを提示しており、従来の研究の多くが供給側に関心を集中して

いることからみると、斬新な試みである。

近年の研究はなぜ上述のような性格を持つに至ったのであろうか。推論の域を出ないのである

が、それは以下のような事情によるものと考えられる。

第1 に 在来部門に対する評価の変化があり得る。ルイス・モデルの影響力の強かった1970 年

代においては、在来部門を過剰な就業者を抱える残存部門とみる見方が多くを占めていたようであ

る。

もっとも中村隆英のような数量経済史家は、当時からすでに在来部門の経済発展や雇用に果たす

役割の大きさを指摘し、近代部門とは別個の在来的発展を強調する議論の端緒を形成していたので

あるが（中村 ［1971]) 、1980 年代以降になると、歴史制度分析を中心に在来部門の効率性を強調

する議論が出現し、在来部門に対する「残存部門」という評価は変化して、近代部門と在来部門が

相対化されるようになったのである6）。

したがって例えばRoe,  Smith and Saracoglu［2009; ch.2］のように 農業と工業をあわせて資本集

約部門に分類し、新古典派の2 部門ラムゼイ・モデルをそのまま経済発展の説明に適用しようとす

4 ）Acemoglu and Guerrieri ［2008 ］p.486およ び同論文の脚注8 を参照されたい。

5 ）Roe, Smith and Saracoglu   [2009］pp.70－72.

6 ）中村［1971 ］ における中村の議論は、1990 年 代に入っても維持されていると言える。中村（編）［1993 ］ を

参照されたい。なお、在来部門に対する評価の変化について詳しくは、中林［2002 ］ を参照されたい。
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る研究は、そうした在来部門に対する評価の変化を反映しているのかもしれない。

第2に、経済理論における新古典派の復権やマクロ経済のミクロ的基礎付けの重視は、言う まで

もなく現代の理論モデル構築の方針に多大な影響を及ぼしている。

3 。 最近 の 理論 の 適用 可 能性 に ついて

3 ― 1 .   Acemoglu and Guerrieri ［2008］のインプリケーション

本節では、最近の部門間不均衡成長のモデルが、戦前期の日本経済の説明に適用できるかど うか

について、簡単にではあるが検討を試みる。

ここではAcemoglu and Guerrieri ［2008] のモデルを取り上げることにする。このモデルの利点 は、

少数のパラメーターの設定を変更するだけで、かなり異なった部門間成長のパターンを導出できる

ことにある。

他の候補、例えばKongsamut,  Rebelo and χie ［2001］の場合、アメリカ経済の成長パダーシー す

なわち実質生産におけるシェアについては農業が低下、工業が一定、サーヴィス業が上昇、そ して

雇用のシェアについては農業が低下、工業が一定、サーヴィス業が上昇一を説明するのには向 いて

いるのであるが、戦前の日本経済においては、後に見るように実質生産における工業のシェアが明

らかに上昇しており、この点を説明するには、モデルの仮定や設定に何らかの変更が必要になると

考えられる。

さてAcemoglu and Guerrieri ［2008］のモデルでは、各産業の技術進歩率（全要素生産性の上昇率）

と産業間の代替の弾力性が、経済の成長パターンに大きな影響をおよぼす。産業間の代替の弾力性

とは次のようなものである。 Acemoglu and Guerrieri ［2008 ］のモデルでは、資本集約財と労働集約

財の2 種類の財を用いて最終財を生産するような経済が設定されている。最終財の生産技術は、次

のCES 生産関数によって与えられる。

Y= レY.子 十(1 －γ)石子 卜
と1

(1)

ただしy は最終財の生産量、Y. は労働集約財の生産量、Y2 は資本集約財の生産量である。 アはO

と1 の間の値をとるパラメーター、 £ま部門1  ( 労働集約部門）と部門2 （資本集約部門） の代

替の弾力性である。

まず部門2 のほうが部門1 よりも技術進歩率が大きいとしてみよう。このとき代替の弾力性εが1

より小さいとすれば、各部門の成長率が一定になる経路（Constant Growth Path、CGP ）において

は、最終生産物の増加率は、技術進歩率の低い（産出量の成長スピードの遅い）部門1 に一致する。

従って部門2 の生産量の増加率は最終生産物と部門1 を上回り、部門2 の生産物の価格が最終生産

物に対して低下する（部門1 の生産物の価格は最終生産物に対して一定となる）。部門1 と部門2
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の代替の弾力性が小さいので、部門2 の部門1 に対する相対価格の低下は十分に大きくなり、付知

価値では生産量のときとは逆に部門1 の成長率が部門2 を上回ることになり、生産要素の雇用の増

加率も部門1 が部門2 を上回る。

代替の弾力性εが1 よりも大きい場合は、CGP において最終生産物の増加率は、技術進歩率の

速い（産出量の成長スピードの速い）部門2 に一致する。従って部門1 の生産量の増加率が最終生

産物と部門2 を下回り、部門1 の生産物の価格は最終生産物に対して上昇する。部門1 と部門2 の

代替の弾力性が大きいので、部門1 の部門2 に対する相対価格の上昇はあまり大きくならず、部門1

の成長率は付加価値においても部門2 を下回ることになり、資本の増加率や雇用の増加率も部門1

が部門2 を下回る。

部門1 （労働集約部門）のほうが部門2 （資本集約部門）よりも（ハロッド中立性の意味で）技

術進歩率が大きいような場合についても7)、同様の議論が可能である。例えば代替の弾力性εが1

より小さいとすれば、CGP においては、技術進歩率の低い（産出量の成長スピードの遅い）部門2

の成長率が最終部門財の成長率に一致し、部門1 の部門2 に対する相対価格は大きく低下して、

付加価値や生産要素の雇用の成長率については部門2 のほうが大きくなる。

以上をまとめると次のようになる。

（1） 資本集約部門のほうが技術進歩率の大きいとき

㈲　£  ＜1 のとき　生産の成長率　　　資本集約部門〉労働集約部門

付加価値の成長率　資本集約部門く労働集約部門

資本の増加率　　　資本集約部門＜労働集約部門

雇用の成長率　　　資本集約部門く労働集約部門

（b）a 〉1 のとき　生産の成長率　　　資本集約部門〉労働集約部門

付加価値の成長率　資本集約部門〉労働集約部門

資本の増加率　　　資本集約部門〉労働集約部門

雇用の成長率　　　資本集約部門〉労働集約部門

（2） 労働集約部門のほうが（ハロッド中立性の意味で）技術進歩率の大きいとき

㈲　£  ＜1 のとき　生産の成長率　　　資本集約部門＜労働集約部門

付加価値の成長率　資本集約部門〉労働集約部門

資本の増加率　　　資本集約部門〉労働集約部門

7 ）Aceraoglu and Guerrieri ［2008］ では、部門1 、2 の生産技術がコブ・ダグラス型と仮定されているので、ハ

ロット中立性の意味で労働集約部門の技術進歩率がより大きいというのは、労働集約部門の技術進歩率を

労働集約部門の労働分配率で除した値が、資本集約部門の技術進歩率を資本集約部門の労働分配率で除し

た値よりも大きいことを意味する。
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雇用の成長率　　　資本集約部門〉労働集約部門

（b）e 〉1 のとき　生産の成長率　　　資本集約部門く労働集約部門

付加価値の成長率　資本集約部門＜労働集約部門

資本の増加率　　　資本集約部門＜労働集約部門

雇用の成長率　　　資本集約部門く労働集約部門

3 －2 ．戦前期の日本経済への適用可能性について

ここでは、基本的に大川・ロソフスキー［1973 ］のデータに依拠して、戦前の日本経済における

部門間成長がAcemoglu and Guerrieri ［2008］のモデルによる予測に矛盾しないことを示す。

まず産業の分類についてであるが、ここではAcemoglu and Guerrieri ［2008］の方法に従って各産

業の要素分配率を分類の指標に用いることにする。ここでは、資本分配率の高い産業ほど資本集約

的であると看倣すことにしよう。

戦前期の要素分配率のデータに関しては、非1次産業について南亮進・小野旭［1978 ； p.164付

表2 ］による推計がある。それによれば1906 年～1940 年における要素分配率の平均値は、製造業・

鉱業・建設業・公益（運輸・通信・電気・水道・ガス）業の合計で労働が0.53、資本が0.47であり、

それ以外の非1 次産業（主として商業・サーヴィス業）では労働が0.62、資本が0.38である。

農業 に関しては、速水［1973 ； p.37表2 －7 ］による1883 年～1937 年における要素分配率の推

計の試みがある。それによれば、時期により多少の変動はあるものの、労働がおよそ50 ％、資本が

およそ10% 、土地がおよそ30 ％、経常財（肥料、農薬、飼料など）がおよそ10 ％となっている。し

たがって資本の付加価値に占める割合（生産に果たす役割）は、他の産業に比してかなり低いと言

える。

以上から、製造業・鉱業・建設業・公益業をあわせて資本集約産業（部門2 ）とし、農業と商業・

サーヴィス業をあわせて労働集約産業（部門1 ）とする。製造業・鉱業・建設業・公益業について

は、製造業はともかくとして、他については個々の産業内における分配率のデータを得ることがで

きないので、やむを得ずひとまとめに扱うことにする。

次に、両部門の技術進歩率についてみよう。表 工と表2 は、大川・ロソフスキー［1973］の推計

による非1 次産業と農業における全要素生産性成長率（ソローの残余の成長率）を示したものであ

る。

時期によってかなり変動があるが、全期間を平均してみると、明らかに製造業をはじめとする資

本集約部門のほうが農業・商業・サーヴィス業を上回っている8）。

8）全期間平均値の計算は、期間の年数による加重平均である。例えば鉱工業と農業については、次
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表1　 非1 次産業の残余成長率（単位％）

期間 � 鉱工 � 公益 � 建設 �サーヴィス

1908～17 �2.38 �4.09 � －1.47 �1.26

1918～1931 �2.21 �2.67 �3.30 � －O、84

1932～1938 �5.65 �0.95 �6.25 �2.46

全期間平均 �3.04 �2.74 �2.43 �0.58

資料：大川・ 口 ノヽフ スキー［1973 : p.9O］ 表4 －2

表2　 農業の残余成長率（単位％）

期間

1901～17 �1.18

1917～31 �0.09

1931～37 �0.28

全期間平均 �0.62

資料：大川・ロソフスキー［1973 ； p.134］表4 －16

以上のほかに 商業・サーヴィス業におけるソローの残余については、大川・高松［1975 ;p.298

表12 － 6］による推計がある。それによれば1902 年～1938 年の期間について、ソロー残差は年平

均マイナス0.68％である。また農業のソロー残差については、速水［1973 ； p.39表2 －8 ］による

推計がある。それによれば、1900 年～1920 年が年平均1.5％、1920 年～1935 年が年平均0.4％、1935

年～1945 年が年平均マイナス1  ％であり、1900 年～1945 年の平均では約0.6％［＝（21×1.5 ＋15×0.4

一10×1 ）／46］となる。これらの推計結果からも、戦前期の農業・商業・サーヴィス業における

ソロー残差の成長率はあまり大きくなかったと言えそうである。

なお、表↓と表2 に掲げられている数値は、資本の稼働率や労働時間などの調整がなされていな

いものであり、技術進歩率のデータとしては十分なものとは言えない。しかし、以下の理由からこ

こではソロー残差のみをもって比較の基準とする。

第1 に、戦前について、資本の稼働率や労働時間の各産業における推計データは、製造業を除く

とほとんど公表されていない。特に農業に関しては、そうした推計の試みは皆無と言ってよいのが

現状である。

第2 に、非1 次産業については資本や労働の利用率を考慮した推計がいくつか存在するが、推計

のよ うに計算できる。

鉱工業 （10×2.38＋14×2.21＋7×5.65）÷31

農業　 （17×1.18＋14×0.09＋6×0.28）÷37
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によって数値にかなり相違がある。

例えば製造業については、大川・ロソフスキー［1973  ; p.94表4 －3 ］では1908年～1917 年が

年平均0.53% 、1918 年～1931 年が年平均0.63％、1932 年～1938 年が年平均2.1％であり、1908 年 ～1938

年の期間で年平均0.93％である9）。これに対して南[1976 ； p.ll8第5  －1 表］では、1911 年～1920

年が年平均1.55％、1921 年～1930 年が年平均5.45％、1931 年～1940 年が年平均3.43％とな って

おり、 大川・ロソフスキーの推計より全体的に値がかなり大きく、また1920 年代と1930 年代 の大

小関係が逆転している。

同様のことはネピア［1981 : p.221表1 ］においても言える。ネピアによれば、1909 年～1919 年

が年平均一0.31％、1919 年～1931 年が年平均5.19％、1931 年～1937 年が年平均0.3％となってお り、1909

年～1937 年では年平均2.14％となっている。

以上から、本論では、十分な指標とは言えないが、各産業のソロー残差を比較の基準とする。 そ

の場合、上に掲げた表1 と表2 から、戦前期を通じてみれば、資本集約部門の方が労働集約部門に

比して技術進歩率（全要素生産性の上昇率）が大きいと言えそうである。

最後にAcemoglu and Guerrieri ［2008 ； p.487］に従って、両部門の最終財生産に関する代替の弾

力性を計測する。最終財の生産関数（1）から企業の利潤最大化により、次を導くことができる。

戸i＝r（Yi／Y ‾'ダ≒ 乃＝（ －r ）嘔 ／Y ）‾'人

ただし弓 と几 は、最終財で測った部門1 （労働集約部門）と部門2 （資本集約部門）の価格で

ある。上の関係から、次を導くことができる。

？,Yi／几 ら＝｛ア／（l －ア）｝（Yi／几r' 人

この式の両辺の対数をとることにより、次が得られる。

ヅ 畿

几Y2
＝"（
γ

1 －r

ε

ε

(2)

上に導出された(2)を推計することにより、弾力性εの値を求めることができる。推計結果は次の

とおりである10)。

-ド^ ニて懸4サか1(ソ-) F 0.79

ただし係数下の括弧内はt 値である。この結果からアはおよそ0.5、 £ま2.5であることが分かる。

以上から戦前の日本経済においては、資本集約部門（鉱工業・建設業・公益業）の方が労働集約

9 ）1908年～1938年にかけての平均値は、注8 と同様に計算した。

10）推計に用いたデータは、両部門の付加価値が大川・ロソフスキー［1973］p.336第3 －A 表、両部門の実質

生産が大川・ロソフスキー［1973］p.338第4 －A 表である。
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部門（農業・商業・サーヴィス業）よりも技術進歩率が大きいと考えられ、また両部門の代替の弾

力性は1 よりも大きいと言える。従って3 －1 項における議論から、生産の成長率、付加価値の成

長率、資本の増加率、雇用の成長率の何れにおいても、資本集約部門が労働集約部門を上回ると予

想される。

大川・ロソフスキー［1973］のデータを用いて、付加価値、実質生産、資本、雇用における資本

集約部門のシェアを計算したものが表3 に示されている。表3 によれば、どの指標も趨勢的に上昇

しており、理論モデルの予測と矛盾しない動きを示している。

ただし表3 に関しては、若干の注意が必要である。それは、4 個の指標なかで、雇用のシェアの

上昇が他の指標に比して緩慢なことである。特に1920年～1930年代の前半にかけては伸び悩んで

表3　資本集約部門の諸指標の推移

年 �付加価値シェア�実質生産シェア�雇用シェア �資本シェア

1905 �0.28 �0.20 �0.17 �0.34

1906 �0.29 �0.20 �0.17 �0.36

1907 �0.31 �0.21 �0.18 �0.37

1908 �0.29 �0.21 �0.18 �0.39

1909 �0.29 �0.21 �0.18 �0.40

1910 �0.31 �0.22 �0.18 �0.41

1911 �0.29 �0.23 �0.18 �0.43

1912 �0.29 �0.24 �0.19 �0.45

1913 �0.30 �0.26 �0.19 �0.46

1914 �0.34 �0.26 �0.19 �0.47

1915 �0.36 �0.28 �0.20 �0.47

1916 �0.40 �0.25 �0.20 �0.48

1917 �0.40 �0.24 �0.21 �0.51

1918 �0.39 �0.25 �0.23 �0.53

1919 �0.36 �0.26 �0.24 �0.55

1920 �0.38 �0.27 �0.25 �0.57

1921 �0.35 �0.29 �0.24 �0.59

1922 �0.37 �0.30 �0.24 �0.59

1923 �0.36 �0.29 �0.26 �0.60

1924 �0.35 �0.29 �0.25 �0.60

1925 �0.36 �0.32 �0.26 �0.60

1926 �0.36 �0.35 �0.26 �0.61

1927 �0.36 �0.35 �0.27 �0.61

1928 �0.38 �0.35 �0.27 �0.62

1929 �0.40 �0.37 �0.27 �0.62

1930 �0.41 �0.40 �0.27 �0.62

1931 �0.41 �0.42 �0.26 �0.62

1932 �0.41 �0.41 �0.25 �0.62

1933 �0.41 �0.37 �0.25 �0.63

1934 �0.43 �0.42 �0.26 �0.63

1935 �0.44 �0.45 �0.27 �0.64

1936 �0.45 �0.45 �0.27 �0.65

1937 �0.48 �0.43 �0.28 �0.66

1938 �0.51 �0.48 �0.29 �0.67

1939 �0.51 �0.47 �0.30 �0.68

1940 �0.53 �0.50 �0.31 �0.69

資料：大川・ロソフスキー［1973］p.336第3－A 表,  p.338第4 －A 表，p.365第15 －A 表,  p.368第16 －A 表
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いる。これはかなり以前から知られていることであるが、戦前に資本集約産業の雇用シェアの伸び

が緩慢であったことについては、例えば急速な技術進歩に伴って資本集約産業における労働の性格

に変化が生じ、教育・訓練の費用が大きく上昇したことなど、別途の説明が必要であろう11)。

4 。 結 論

本論では、日本において1960 年代～1970 年代にかけて展開された多部門成長モデルによる 戦前

期の日本経済の分析手法をサーヴェイしたうえで、近年のアメリカで始められている部門間不均衡

成長の理論的研究が、従来の研究と手法的にどのような相違があるのかということと、戦前期 の日

本における部門開成長の分析に適用可能かどうかということについて簡単な検討を行い、次のよう

な結論を得た。

第1 に、産業の分類や分析の基礎に据える理論モデルに関して、従来の研究では一部を除いて近

代部門と在来部門の構造的相違が強調されていたが、近年の理論的研究では近代部門と在来部門は

相対化され、産業の分類の自由度が増し、ラムゼイの最適成長モデルを基底に据えた新古典派的な

分析手法が一般的となっている。

第2 に、鉱工業、公益業（運輸・通信・水道・電気・ガス）、建設業をまとめて資本集約産業と

し、農業と商業・サーヴィス業をあわせて労働集約産業とすると、資本集約産業のほうが労働集

約産業よりも技術進歩率（全要素生産性の上昇率）が大きいと認められるならば、付加価値シェ

ア、実質生産シェア、雇用シェア、資本シェアの推移について、最近の理論モデルの代表例であるAcemoglu

and Guerrieri ［2008］による理論的な予測と矛盾しない動きを示していると言える。

今後の研究の方向としては、ひとつにはAcemoglu and Guerrieri ［2008］による分析をさらに展開

する方向がある。すなわち本論では、簡単な検討によってモデルの予測と日本経済の部門間成長の

方向性が矛盾しないことは示せたのであるが、モデルのパラメーターに適当な数値を与えてシミュ

レーションを行って実測値と比較するなど、さらに研究を深化させる余地がある。

また前節でも触れたが、戦前における資本集約産業の雇用シェアの上昇が緩匝であったことにつ

いては、特に両世界大戦間期における伸び悩みを中心に 別途の説明が必要であろう。モデルに関

して言うなら、労働集約産業から資本集約産業への労働移動のコストを導入して、急激な重化学工

業化により労働移動のコストが上昇したことを考慮する必要がある。

なお、ラムゼイの最適成長モデルを2 部門あるいは3 部門に拡張して分析を試みるという方向も

考えられる。農業などの在来部門に限界原理を適用することについては意見が分かれるであろう

が、戦前の日本における部門間成長の分析に一定の基準を与えるような成果が期待できよう。

11) 戦前の製造業における教育・訓練の普及に関しては、尾高［1984］ がある。
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